
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 4¶436¶101¶400 619¶069¶958 9¶560¶300 5¶045¶611¶058 1¶428¶260¶129 202¶336¶998 ` ` ` 3¶617¶350¶929

構 築 物 558¶279¶392 22¶463¶596 ` 580¶742¶988 302¶456¶298 25¶102¶296 ` ` ` 278¶286¶690

車 両 運 搬 具 1¶999¶935 ` ` 1¶999¶935 1¶999¶934 458¶320 ` ` ` 1

計 4¶996¶380¶727 641¶533¶554 9¶560¶300 5¶628¶353¶981 1¶732¶716¶361 227¶897¶614 ` ` ` 3¶895¶637¶620

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

（単位：円）

貸借対照表計上額
（※１） 時 価 差 額

\現金及び預金 507¶121¶882 507¶121¶882 `

]未払金及び長期未払金 (484¶926¶839) (486¶365¶731) 1¶438¶892

（※１）負債に計上されているものについては、（ ）で示している。

Ö．賃貸等不動産に関する事項
当法人は、本学近隣に学生寮を有している。この賃貸等不動産の貸借対照表上計上額、当期増減
額及び時価は次のとおりである。

（単位：円）

貸 借 対 照 表 計 上 額
当期末の時価

前 期 末 残 高 当 期 増 減 額 当 期 末 残 高

836¶322¶646 213¶393¶733 1¶049¶716¶379 1¶041¶754¶186

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で
ある。

（注２）当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりである。
取得等による増加（学生寄宿舎（女子寮）） 228¶598¶358円

（注３）当期末の時価は、路線価による相続税評価額及び建設工事費デフレーターに基づいて当法
人で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）である。

また、賃貸等不動産に関する平成22年３月期における収益及び費用等の状況は次のとおりである。
（単位：円）

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用 そ の 他

4¶583¶700
(17¶683¶519)
23¶232¶121 `

~ 賃貸費用に含まれる損益外減価償却相当額については、（ ）に内数で示している。
（追加情報）
当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20

年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第23号 平成20年11月28日）を適用している。
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Ó．固定資産の減損
１．減損を認識した固定資産に関する事項
１ 電話加入権
{ 用途：通信用、種類：電話加入権、場所：奈良県奈良市、帳簿価額（減損前）：36¶000円
| 減損の認識に至った経緯：資産が遊休状態になり、将来の使用見込みが明らかでないため、
減損を認識した。

} 減損額：損益外処理額 電話加入権 27¶000円
~ 相続税評価額から算定した正味売却価額を、回収可能サービス価額としている。

Ô．重要な債務負担行為
該当事項なし

Õ．金融商品の時価等に関する事項
１．金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債に限定している。なお、
借入による資金調達は行っていない。
また、未収学生納付金収入については、債権管理事務取扱要領に沿ってリスク管理を行って
いる。

（注１）金融商品の時価の算定方法
\ 現金及び預金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
いる。

] 未払金及び長期未払金
短期間で決済されるものについては、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっている。また、リース債務（短期・長期）については、元利金の合計額を新規にリー
ス取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっている。

（追加情報）
当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金
融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適
用している。
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